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障害年金・障害手当金の額
障害基礎年金・障害厚生年金の等級と年金額
障害の状態により、障害基礎年金は１級・２級、障害厚生年金は１級～３級の
年金を受け取ることができます。また、障害厚生年金の１級・２級に該当する
場合は、障害基礎年金もあわせて受け取ることができます。
なお、障害年金の１級は、２級の1.25倍となります。

障 害 の 程 度重 軽

１級 ２級 ３級

厚
生
年
金
（
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階
）

国
民
年
金
（
1 

階
）

障害厚生年金（ １級 ）
障害厚生年金（ ２級 ）
報酬比例の年金額※1

障害厚生年金（ ３級 ）
報酬比例の年金額※3 障害手当金※4

配偶者の加給年金※2 配偶者の加給年金※2

障害基礎年金（ １級 ）
９７２，２５０円

子の加算※2 子の加算※2

障害基礎年金（ ２級 ）
７７７，８００円

※1 報酬比例の年金額の計算式は下記参照。
※2 対象者がいる方のみ加算されます。
  支給額は6ページ参照。
※3 障害厚生年金３級の最低保障額は583,400円
※4（報酬比例額の年金額✕２）を一時金として
  支給します。最低保障額は1,166,800円。

図は、イメージのため実際の支給額と異なる場合があります。

障害年金額（報酬比例）・障害手当金額の計算式
報酬比例の年金額＝A＋B

A:平成15年3月以前の加入期間の金額

平均標準報酬月額※1 7.125
1 00 0

✕ ✕

✕ ✕
5.481
10 0 0

平均標準報酬額※2

平成15年3月までの加入期間の月数※3

平成15年4月以降の加入期間の月数※3

B:平成15年4月以降の加入期間の金額

※1  平均標準報酬月額・・・・

※2  平均標準報酬額・・・・・

※3  加入期間の月数・・・・・

平成15年3月以前の標準報酬月額の総額を、平成15年3月以前の加入期間で割っ
て得た額です。
平成15年4月以降の標準報酬月額と、標準賞与額の総額を平成15年4月以降の加
入期間で割って得た額です。
加入期間の合計が、300月(25年)未満の場合は、300月とみなして計算します。
また、障害認定日がある月後の加入期間は、年金額計算の基礎となりません。

＊年金額等は、令和4年度の金額です。
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加給年金額と子の加算額
１級・２級の障害基礎年金または障害厚生年金を受け取ることができる方に、生計
を維持されている下記の対象者がいる場合に受け取ることができます。

名称 金額 加算される年金 年齢制限

配偶者

子2人まで

子3人目から

加給
年金額

加算額

223,800円

223,800円1人につき

74,600円1人につき

障害厚生年金

障害基礎年金

65歳未満であること
（大正15年4月1日以前に生まれた配偶者には年齢制
限はありません）

･18歳になった後の最初の3月31日
  までの子
･20歳未満で障害等級1級･2級の障
  害の状態にある子

＊配偶者が、老齢厚生年金、退職共済年金（加入期間２０年以上または中高齢の資格期間の短縮特例に限る）また
 は障害年金を受けられる間は、「配偶者加給年金額」は停止となります。
＊児童扶養手当の受給者の方やその配偶者が、公的年金制度から年金を受けるようになったり、年金額が改定された場
 合は、市区町村から支給されている児童扶養手当が支給停止または一部支給停止される可能性があります。
 詳しくは、お住まいの市区町村の児童扶養手当担当窓口にお問い合わせください。

障害年金に該当する状態
障害年金が支給される障害の状態に応じて、法令により、障害の程度が定められてい
ます。

障害の程度１級

障害の程度２級

障害の程度３級

 他人の介助を受けなければ日常生活のことがほとんどできないほどの障害の状態
です。身のまわりのことはかろうじてできるものの、それ以上の活動はできない方
（または行うことを制限されている方）、入院や在宅介護を必要とし、活動の範囲
がベッドの周辺に限られるような方が、1級に相当します。

 必ずしも他人の助けを借りる必要はなくても、日常生活は極めて困難で、労働に
よって収入を得ることができないほどの障害です。例えば、家庭内で軽食をつくる
などの軽い活動はできても、それ以上重い活動はできない方（または行うことを制
限されている方）、入院や在宅で、活動の範囲が病院内・家屋内に限られるような
方が2級に相当します。

 労働が著しい制限を受ける、または、労働に著しい制限を加えることを必要とす
るような状態です。日常生活にはほとんど支障はないが、労働については制限があ
る方が3級に相当します。


